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支給額算定基準額の計算手順（確認シート）【2023 年度版】 

2023 年４月 

独立行政法人日本学生支援機構 

 

独立行政法人日本学生支援機構法施行令（平成 16 年政令第２号）第８条の２第４項に定める支給額算定基

準額は、同項各号に基づき本機構が計算しています。このシートを用いることで、自己の情報に基づき、各自で

支給額算定基準額を計算することができます。なお、本シートは、2023 年度に申し込む予約採用、秋に実施す

る在学（定期）採用及び適格認定（経済）において収入基準の審査を受ける方であって、2023 年１月１日時点で

日本国内に住所を有していた方向けのものです。 

支援区分は、全ての生計維持者と本人（最大３名）の支給額算定基準額をそれぞれ計算した後、それらを合

算したうえで、同条第３項各号に定める額と比較して決定します。 

 

【計算手順】 

斜体下線部分は、記入するために地方税関係情報が必要ですので、令和５年度（2023 年度）の課税証明

書を参照してください（令和５年度の課税証明書は令和４年[2022 年]分の収入や所得等を反映したものです）。

課税証明書に必要な情報が記載されていないときは、発行元の市区町村にご確認いただくか、または、マイ

ナポータルを利用できる環境にある人は、マイナポータルによる自己情報表示により確認してください。 

 

１．地方税法第 295 条第１項各号に定める非課税の基準に該当するかどうかを確認します。 

(1) 判定のための項目 

①合計所得金額                                              円 

②本人該当区分 控除対象障害者           ・空欄  ・０（非 該 当）  ・１（特別障害）   

            ・２（原爆障害）  ・３（他 障 害） 

③本人該当区分 控除対象寡婦・ひとり親       ・空欄  ・０（非 該 当）・１（寡婦）・２（ひとり親） 

④2023 年１月１日時点で未成年であった        ・該当しない  ・該当する 

⑤2023 年１月１日時点で生活保護（生活扶助     ・該当しない  ・該当する 

に限る）を受けていた（後記【備考】を参照）  

(2) 判定 

上記(1)の⑤に該当する場合は、これ以降の計算を行わず、支給額算定基準額を０円とします。 

また、①が 135 万円以下であって、かつ、「②が１～３」、「③が１～２」、「④が該当する」のいずれかに

該当する場合は、これ以降の計算を行わず、支給額算定基準額を０円とします。 

 

２．地方税法附則第３条の３第４項に定める非課税限度に該当するかどうかを確認します。 

(1) 判定のための項目 

①合計所得金額                                            円 

②繰越控除額                                              円 

③総所得金額等 （①－②）                                             円 

④配偶者控除等                           ・ 空欄    ・ ０（初期値） 

（配偶者特別控除額は関係ありません。）    ・ １（一般の控除対象配偶者） 
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・ ２（老人控除対象配偶者） 

・ ３（控除対象配偶者を除く同一生計配偶者） 

⑤扶養控除情報_一般                         （数字を記入します。） 

⑥扶養控除情報_特定                         （数字を記入します。） 

⑦扶養控除情報_老人                         （数字を記入します。） 

⑧16 歳未満扶養親族                         （数字を記入します。） 

⑨扶養親族の数                             （数字を記入します。） 

扶養親族の数は、④が１～３の場合は１、そうでなければ０とし、それに⑤⑥⑦⑧を合計します。 

(2) 判定 

(1)の項目を用いて以下の判定を行います。 

③≦35 万円×（１＋⑨）＋（32 万円※）＋10 万円 

※⑨が１以上の場合のみ加算します。 

この判定に当てはまる場合、これ以降の計算を行わず、支給額算定基準額を０円とします。 

 

３．支給額算定基準額の計算 

(1) 計算のための項目 

①課税所得額（課税標準額）                                    円 

②市町村民税_調整控除額                                     円 

③市町村民税_調整額                                        円 

④課税者（自治体）が政令指定都市である    ・ 該当しない   ・ 該当する 

(2) 計算 

(1)の項目を用いて以下の計算を行います。０円未満となった場合は０円とします。 

支給額算定基準額（100 円未満切捨て） ＝ ① × 0.06 －（②＋③）※ 

※ ④に該当する場合、（②＋③）の部分に 3/4 を乗じます。 

※ 本人を２．(1)⑤の扶養控除情報 一般の人数に含めている場合であって、かつ本人の生年

月日が 2004/1/2～2004/4/1 いずれかの日である場合、さらに 7,200 円を控除します。 

 

【備考】 

(1) 生活保護を受給している場合は、申込の際に申告が必要です。そのうえで、生活保護情報を用いて

2023 年１月１日時点で生活扶助を受給しているかを確認する必要があります。 

(2) 支援区分については、全ての生計維持者と本人についてそれぞれ支給額算定基準額を算出し、合算し

たうえで、独立行政法人日本学生支援機構法施行令第８条の２第３項に定める基準（下記①～④）と比

較して判定します。 

① 支給額算定基準額が 100 円未満・・・・・・・・・・・・・・・・・・・第Ⅰ区分 

② 支給額算定基準額が 100 円以上 25,600 円未満・・・・・・第Ⅱ区分 

③ 支給額算定基準額が 25,600 円以上 51,300 円未満・・・・第Ⅲ区分 

④ 支給額算定基準額が 51,300 円以上・・・・・・・・・・・・・・・・認定しない 

 

以上 


